
第 1 0 1 9回 教 育 委 員 会 

 

平成27年12月24日  

県庁舎教育委員室  

 

１ 開   会    午後２時 

 

２ 会議録署名委員の指名 

 

３ 会期の決定 

 

４ 報   告 

（１） 文化審議会答申（史跡名勝天然記念物等の指定等）について○○○○○

○○○○○                 （文化財・生涯学習課） 

（２） 平成28年度県立米沢工業高校専攻科入学者選抜第２次募集について○

○○○○                      （高校教育課） 

（３） 平成28年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（11月末現在）○○○

○○○○○○                    （高校教育課） 

（４） 平成27年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について○○○○

○○○○○                   （スポーツ保健課） 

 

５ 議   題 

議第１号 山形県あかねケ丘陸上競技場の指定管理者の指定について○○○

○○○                  （スポーツ保健課） 

議第２号 山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関

する規則の一部を改正する規則の制定について    （総務課） 

議第３号 教職員の人事について           （総務課教職員室） 

 

６ 閉   会 
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平成２７年１２月２４日 

教育庁文化財・生涯学習課 

 

 

文化審議会答申（史跡名勝天然記念物等の指定等）について 

 

 平成２７年１１月２０日（金）開催の国の文化審議会（会長 宮田

み や た

 亮

りょう

平

へい

）

において、新たに史跡名勝天然記念物等の指定等について、文部科学大臣に答

申されましたので、報告いたします。 

 

記 

１ 今回答申された山形県内の史跡名勝天然記念物等 

  新規指定 史跡史跡史跡史跡    舘山舘山舘山舘山

たてやま

城 跡城 跡城 跡城 跡

じょうあと

（詳細は別紙１のとおり） 

  追加指定 史跡史跡史跡史跡    嶋嶋嶋嶋

しま

遺跡遺跡遺跡遺跡

い せ き

（詳細は別紙２のとおり） 

 

２ 答申された史跡名勝天然記念物等の概要 

  ＜全国＞ 

 新規指定等 累計 

史跡（うち特別史跡） ９（０）件 １，７５９ （６１）件 

名勝（うち特別名勝） ２（０）件 ３９８ （３６）件 

天然記念物（うち特別天然記念物） ５（０）件 １，０２１ （７５）件 

合計 １６（０）件 ３，１７８（１７２）件 

＜山形県＞ 

 新規・追加指定等 累計 

史跡（うち特別史跡） ２（０）件 ２８  （０）件 

名勝（うち特別名勝） ０（０）件 ９  （０）件 

天然記念物（うち特別天然記念物） ０（０）件 １６  （３）件 

合計 ２（０）件 ５３  （３）件 

  ＊「名勝史跡山寺」は、それぞれの種別で１件として数えた。 
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別紙１ 

 

１ 名 称  舘山

たてやま

城 跡

じょうあと

 

２ 所在地  米沢市大字舘山ほか 

３ 面 積  ６３，３６７．２９㎡ 

４ 概 要   

（１）特色 

   伊達家

だ て け

が勢力を拡大した天

てん

正

しょう

１５～１９年（１５８７～１５９１）にか

けての中心的な城 館

じょうかん

跡

あと

。山城

やまじろ

と山麓

さんろく

居館

きょかん

跡

あと

が良好な状態で残り、陸奥国

むつのくに

南

部の有力大名の城館の構造だけでなく、中世社会の動向を知る上で重要。 

 （戦国大名伊達家の中心的な城館跡で、城館の構造や中世社会の動向を知る

上で重要。） 

（２）説明 

   米沢盆地西縁の丘陵地の東端、小樽川

こたるがわ

と大樽川

おおたるがわ

の合流地点付近の標高 

３１０～３３０ｍの丘陵先端に立地する山城と山麓部の館

たて

跡

あと

からなる城跡

しろあと

。

「伊達

だ て

治 家

じか（け）

記録

き ろ く

」に見える舘山城に比定

ひ て い

されている。山城は土塁

ど る い

や堀切

ほりきり

で

区画された３つの曲輪

く る わ

から成り、全長は約３２０ｍである。米沢市教育委員

会の発掘調査の結果、伊達家が治世

ち せ い

にあたった１６世紀代と上杉家の米沢

入 封

にゅうほう（ぶ）

直後の１７世紀前半の遺構があることが判明した。 

   山麓部の居館群は米沢市教育委員会による発掘調査で１６世紀代の遺構

が検出され、舘

たて

山東館

やまひがしだて

では、掘

ほっ

立 柱

たてばしら

建物

たてもの

や庭園の可能性のある池 状

いけじょう

遺構

い こ う

、

井戸跡等が検出されている。 

   舘山城跡は、伊達家が版図

は ん と

を拡大した天正１５年（１５８７）～１９年 

（１５９１）にかけて政治的・軍事的な拠点となった城館であるとともに、

山城と同時期の山麓居館跡が良好な状態で残っている。陸奥国南部の有力大

名の城館の構造だけでなく、中世社会の動向を知る上で重要である。 
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用語解説  

 

伊達

だ て

治 家

じか（け）

記録

き ろ く

  伊達家の正式な歴史書。 

比定

ひ て い

       比較して推定すること。 

土塁

ど る い

       防御のための土手。 

堀切

ほりきり

       尾根筋を切断した堀。 

曲

くる

輪

わ

       土塁などの防御施設で囲まれた平坦面。 

入 封

にゅうほう（ぶ）

     土地を与えられその領域に入ること。 

掘

ほっ

立 柱

たてばしら

建物

たてもの

     地面に穴を掘り、そこに柱を立てた建物。 

版図

は ん と

       一国の領域・領土。 

虎口

こ ぐ ち

       城館の要所にある出入り口。 
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１ 舘山城跡（全景） 

 

 

 ２ 舘山城跡（山城虎口 やまじろこぐち） 
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３ 舘山城跡（東館調査風景） 

 

 

４ 舘山城跡（北館） 
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別紙２ 

 

１ 名 称  嶋

しま

遺跡

い せ き

 

２ 所在地  山形市嶋北 

３ 面 積  ８，８４５．００㎡（追加指定） 

４ 追加指定について 

   打

うち

込式

こみしき

の柱によって構築される建物群を中心に、その周辺の低地部から

は各種木製品が多量に出土しており、古墳時代後期（６世紀後半）の東北

地方における集落構造や生活様式の復元が可能になる稀有な遺跡。新たに

史跡内と同様の遺構・遺物が確認された部分を追加指定する。 

５ 史跡概要 

   低湿地に営まれた古墳時代後期の集落跡である。 

昭和３７～３９年に山形県、山形市及び島

しま

遺跡保存会が、計６次の発掘 

調査を実施した。その結果、住居跡や高床式の倉庫跡と共に、多数の土器・

木製品が出土した。特に木製品には、鞍

くら

・弓

ゆみ

など古墳の副葬品と共通するも

のをはじめ、杵

きね

・梯子

は し ご

・木製容器など多種多様のものがあり、東北地方にお

ける古墳文化期の集落跡として学術的な価値が高いとして、昭和４１年１２

月１９日に国の史跡に指定された。 

平成１８年度に、山形市教育委員会が遺跡の内容確認のための発掘調査を

実施したところ、既指定地の周辺部にも史跡内と同様の遺構・遺物が広がる

ことが確認されたことから、平成２２年２月２２日に追加指定を受けた。 

   現在、山形市が「嶋遺跡公園」として整備中である。 
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１ 嶋遺跡（遠景） 

 

 

２ 嶋遺跡（遠景）   

青線：既指定地 赤線：追加指定地 

 



報告報告報告報告    1111－－－－8888    

 

 

  ３ 嶋遺跡（調査風景） 

 

 

４ 嶋遺跡（木製品出土状況） 
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 参 考  

 

山形県内の国指定史跡 

 指定年月日 名称 よみがな 所在地 

１ S7.3.25 山寺 やまでら 山形市 

２ S7.4.25 城輪柵跡 きのわのさくあと 酒田市 

３ S10.6.7 上杉治憲敬師郊迎跡 うえすぎはるのりけいしこうげいあと 米沢市 

４ S26.6.9 旧致道館 きゅうちどうかん 鶴岡市 

５ S41.12.19 嶋遺跡 しまいせき 山形市 

６ S52.2.17 日向洞窟 ひなたどうくつ 高畠町 

７ S54.10.23 堂の前遺跡 どうのまえいせき 酒田市 

８ S55.5.24 稲荷森古墳 いなりもりこふん 南陽市 

９ S55.6.3 大立洞窟 おおだちどうくつ 高畠町 

10 S55.9.11 一の沢洞窟 いちのさわどうくつ 高畠町 

11 S58.4.26 火箱岩洞窟 ひばこいわどうくつ 高畠町 

12 S59.1.11 米沢藩主上杉家墓所 よねざわはんしゅうえすぎけぼしょ 米沢市 

13 S59.5.25 旧鐙屋 きゅうあぶみや 酒田市 

14 S60.12.21 延沢銀山遺跡 のべさわぎんざんいせき 尾花沢市 

15 S61.5.28 山形城跡 やまがたじょうあと 山形市 

16 S62.1.26 西沼田遺跡 にしぬまたいせき 天童市 

17 S62.5.12 新庄藩主戸沢家墓所 しんじょうはんしゅとざわけぼしょ 新庄市 

18 H1.8.11 松ヶ岡開墾場 まつがおかかいこんじょう 鶴岡市 

19 H2.2.22 出羽仙台街道 中山越 でわせんだいかいどう なかやまごえ 最上町 

20 H9.7.28 一ノ坂遺跡 いちのさかいせき 米沢市 

21 H9.9.11 羽州街道 楢下宿・金山越 

うしゅうかいどう ならげしゅく・か

なやまごえ 

上山市 

22 H12.9.6 古志田東遺跡 ふるしだひがしいせき 米沢市 

23 H12.9.21 下小松古墳群 しもこまつこふんぐん 川西町 

24 H14.12.19 小国城跡 おぐにじょうあと 鶴岡市 

25 H20.3.28 鳥海山 ちょうかいざ（さ）ん 遊佐町 

26 H21.2.12 左沢楯山城跡 あてらざわたてやまじょうあと 大江町 

27 H26.10.6 慈恩寺旧境内 じおんじきゅうけいだい 寒河江市 
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平成 28 年度山形県立米沢工業高等学校専攻科入学者選抜第２次募集実施要項 

 

山形県教育委員会 

 

平成 28 年度山形県立米沢工業高等学校専攻科入学者選抜第２次募集は、平成 28年度山形県立

高等学校入学者選抜基本方針に定めるもののほか、この要項に定めるところにより実施する。 

 

１１１１    募集人員募集人員募集人員募集人員    

設置学科 コース 分 野 募集人員 

生産情報 

情報技術コース    ３名 

生産技術コース 

精密加工分野 約２名 

生産デザイン分野 約３名 

 

２２２２    志願資格志願資格志願資格志願資格        

次の各号の一に該当する者 

（１）高等学校若しくはこれに準ずる学校又は中等教育学校を、卒業又は平成 28 年３月卒業見

込みの者 

（２）学校教育法施行規則第 150 条の規定により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があ 

ると認められる者 

 

３３３３    募集公告募集公告募集公告募集公告    

県教育委員会の募集についての公告は、平成 27 年 12 月 18 日（金）に県公報によって行う。

県立米沢工業高等学校長は、この公告に基づき募集する。 

 

４４４４    募集要項募集要項募集要項募集要項    

（１） 県立米沢工業高等学校では、募集要項に、志願資格、設置学科、入学定員、教育課程の 

概要、出願手続、検査日時、検査教科、携行品、受検上の注意、合格発表の日時、入学後の

経費、簡易開示に関する記述等を明確に記載する。 

（２） 県立米沢工業高等学校長は、募集要項１部（入学願書も添付）を平成 27年 12 月 24 日（木） 

必着で、県教育庁高校教育課長あて提出する。 

 

５５５５    出願書類の交付出願書類の交付出願書類の交付出願書類の交付    

出願に必要な書類は、県立米沢工業高等学校において交付する。 

 

６６６６    出願期間出願期間出願期間出願期間    

  平成 28 年１月４日（月）から平成 28 年１月 15 日（金）正午までとする。 

郵送の場合でも締切日時までに必着とする。 

 

７７７７    提出書類提出書類提出書類提出書類    

（１）入学願書   

学校所定のものに入学者選抜手数料として 2,200 円の山形県収入証紙を貼り、消印はしな

いこと。 
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（２）履歴書・身上書   

学校所定のもの。貼付する写真は、最近３か月以内に撮影した正面顔写真とし、脱帽し、

大きさは４cm×５cm のもの。 

（３）調 査 書   

高等学校卒業（卒業見込み）の者は、当該高等学校の調査書。 

   高等学校を卒業していない者は、同等以上の学力を証明する書類とする。 

（４）健康診断書  

県立米沢工業高等学校所定の様式で、平成 27 年４月１日以降に受診したものとする。 

卒業見込みの者は在学校の健康診断の写しでもよい。 

 

８８８８    選選選選        抜抜抜抜    

提出書類によるほか、次のとおり小論文及び面接（プレゼンテーションを含む）により行う。 

（１）期 日  平成 28年１月 23日（土） 

（２）場 所  県立米沢工業高等学校 

（３）選考方法 

   ア  小論文(50 分) 

   イ  面接（15分程度） 

 

９９９９    合格発表合格発表合格発表合格発表    

 平成 28年１月 27日（水）午後３時予定 

 

10101010    その他その他その他その他    

細部については、平成 28 年度山形県立米沢工業高等学校専攻科入学者選抜第２次募集要項

によることとし、県立米沢工業高等学校に問い合わせること。 

 



県内 県外 合計 県内 県外 合計 県内 県外 合計 県内 県外 合計

2,3762,3762,3762,376 703703703703 3,0793,0793,0793,079 2,0712,0712,0712,071 620620620620 2,6912,6912,6912,691 87.287.287.287.2 88.288.288.288.2 87.487.487.487.4 305305305305 83838383 388388388388

公立 1,580 533 2,113 1,405 485 1,890 88.9 91.0 89.4 175 48 223

私立 796 170 966 666 135 801 83.7 79.4 82.9 130 35 165

村山 1,120 167 1,287 950 129 1,079 84.8 77.2 83.8 170 38 208

最上 146 74 220 125 65 190 85.6 87.8 86.4 21 9 30

置賜 470 152 622 423 144 567 90.0 94.7 91.2 47 8 55

庄内 640 310 950 573 282 855 89.5 91.0 90.0 67 28 95

2,4562,4562,4562,456 699699699699 3,1553,1553,1553,155 2,1302,1302,1302,130 605605605605 2,7352,7352,7352,735 86.786.786.786.7 86.686.686.686.6 86.786.786.786.7 326326326326 94949494 420420420420

▲ 80 4 ▲ 76 ▲ 59 15 ▲ 44 0.5 1.6 0.7 ▲ 21 ▲ 11 ▲ 32

＊　本調査には、縁故・自営・公務員を含んでいる。内定率の増減はポイント数である。

平成２８年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（１１月末現在）平成２８年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（１１月末現在）平成２８年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（１１月末現在）平成２８年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（１１月末現在）

希望者数（人） 内定者数（人） 内定率（％） 未内定者数（人）

本年

県

内

地

区

前年

対前年比

資      料

平 成 27 年 12 月 24 日

教 育 庁 ・ 総 務 部

報告３－１報告３－１報告３－１報告３－１
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平成 27 年 12 月 24 日 

教育庁スポーツ保健課 

 

平成２７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について 

 

１ 対 象  小学校第５学年・中学校第２学年（全国悉皆調査） 

           ※本県実施校及び人数 

小学校 264 校 男子 4,836 名 女子 4,631 名 合計 9,467 名 

中学校 107 校 男子 4,890 名 女子 4,898 名 合計 9,788 名 

         ※本調査は H20 年度から実施。H22 年度から 24 年度は抽出調査（H23 は震災のため中止） 

２ 体力・運動能力調査結果 

（１）体力合計点（実技調査した８種目の合計点）（全国差は公立学校全国平均値との比較）    

    山形県山形県山形県山形県    全国    全国差    H26 山形県 前年度との差 

小学校 

第５学年 

男子 53.3653.3653.3653.36 点点点点    53.80 点    －0.44    53.61 点    －0.25    

女子 55.7155.7155.7155.71 点点点点    55.18 点    ＋0.53    55.76 点    －0.05    

中学校 

第２学年 

男子 42.3342.3342.3342.33 点点点点    41.89 点    ＋0.44    41.68 点    ＋0.65    

女子 49.2249.2249.2249.22 点点点点    49.08 点    ＋0.14    48.79 点    ＋0.43    

（２）種目別結果 

３ 運動習慣、運動やスポーツに関する意識調査結果   （ 網掛けは、全国と比べ良好な県平均 ） 

質 問 内 容 

小 学 校 第 ５ 学 年 中 学 校 第 ２ 学 年 

男子 女子 男子 女子 

県平均県平均県平均県平均    全国平均 県平均県平均県平均県平均    全国平均 県平均県平均県平均県平均    全国平均 県平均県平均県平均県平均    全国平均 

運動部・スポーツクラブ への所属（加入） 73.3%73.3%73.3%73.3%    72.0% 53.2%53.2%53.2%53.2%    50.2%  

運動部所属 複数回答可（運動部） 

 

87.3%87.3%87.3%87.3%    77.6% 65.7%65.7%65.7%65.7%    57.0% 

運動部所属 複数回答可（スポーツクラブ） 15.6%15.6%15.6%15.6%    15.1% 11.9%11.9%11.9%11.9%    8.4% 

１週間の総運動時間の平均（分）（体育授業除く） 504.9504.9504.9504.9    597.5 323.8323.8323.8323.8    351.7 908.0908.0908.0908.0    914.0 681.6681.6681.6681.6    654.0 

運動やスポーツをすること（好き・やや好き） 93.7%93.7%93.7%93.7%    93.9% 89.0%89.0%89.0%89.0%    88.0% 90.4%90.4%90.4%90.4%    89.6% 81.2%81.2%81.2%81.2%    79.2% 

運動やスポーツをすること（得意・やや得意） 82.6%82.6%82.6%82.6%    83.1% 72.3%72.3%72.3%72.3%    70.3% 75.6%75.6%75.6%75.6%    73.2% 59.1%59.1%59.1%59.1%    55.7% 

体育の授業は楽しい（楽しい・やや楽しい） 94.4%94.4%94.4%94.4%    94.5% 92.2%92.2%92.2%92.2%    91.0% 90.9%90.9%90.9%90.9%    88.2% 88886.0%6.0%6.0%6.0%    82.5% 

 

 全国平均値を上回った項目 全国平均値を下回った項目 
 

小学校 

第５学年 

男子 ・握力 ・ボール投げ ・長座体前屈 ・50m 走 

女子 

・握力 ・上体起こし ・反復横とび 

・20m シャトルラン・立ち幅とび・ボール投げ 

・長座体前屈 ・50m 走 

中学校 

第２学年 

男子 

・握力 ・持久走 ・20m シャトルラン 

・立ち幅とび ・ボール投げ  

・反復横とび 

 

女子 ・持久走 ・20m シャトルラン ・50m 走 ・反復横とび ・立ち幅とび 



１－１１－１１－１１－１    

議第 １ 号 

 

山形県あかねケ丘陸上競技場の指定管理者の指定について 

 

 山形県あかねケ丘陸上競技場の指定管理者の指定について、地方自治法（昭和 22

年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、次のとおり指定する。 

 

１ 公の施設の名称  山形県あかねケ丘陸上競技場 

２ 指定する団体  山形市長苗代 61 番地 

           公益財団法人山形市体育協会 

３ 指 定 の 期 間  平成 28 年４月１日から平成 33 年３月 31 日まで 

  

   提 案 理 由 

 山形県あかねケ丘陸上競技場の指定管理者を指定するため提案するものである。 

 

平成 27 年 12 月 24 日提出 

 

山形県教育委員会        

教育長 菅 野  滋    

 

 

 



議第 ２ 号 

 

山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関す 

る規則の一部を改正する規則の制定について 

 

山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則の

一部を改正する規則を次のように制定する。 

 

山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関す 

る規則の一部を改正する規則 

 山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（平

成19年２月県教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第３号ロを次のように改める。 

  ロ 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

（平成 14 年法律第 153 号）第３条第１項に規定する署名用電子証明書 

   附 則 

この規則は、平成 28 年１月１日から施行する。 

 

   提 案 理 由 

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成 14 年法律第 153 号）

の一部改正に伴い、規定の整備を図るため提案するものである。 

 

  平成 27 年 12 月 24 日提出 

 

山形県教育委員会        

教育長 菅 野  滋    
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山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則の一部を

改正する規則 

 

■改正動機 

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律の一部改正

（※）

    

（※）

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律（平成 25年法律第 28 号）」 

＜法改正の概要＞ 

 ・電子署名に係る認証業務の実施主体を、都道府県知事から地方公共団体情報システム機

構へ変更。実施主体の変更に伴い、法律名も「電子署名等に係る地方公共団体情報シス

テム機構の認証業務に関する法律」に改正。 

 ・既存の「署名用の電子証明」に加え、インターネット上で情報を閲覧するための「利用

者証明用の電子証明」の仕組みの創設。 

 

 

■改正内容 

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律の一部改正に伴い規定の整備を行

うもの 

 

 

■施行日 

平成 28 年１月１日 

 「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律」の施行日と同日。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則 

県の機関等に係る申請、届出その他の手続等に関して、オンライン（インターネット利用）

により行うことができるようにするための共通事項を定めた「山形県行政手続等における情報

通信の技術の利用に関する条例」に基づき、教育委員会に係る手続等をオンラインにより行う

ことに関して具体的、技術的な方法及び要件を規定している。 

＜主な規定内容＞ 

① オンラインによる申請者が氏名・名称を明らかにする必要がある（署名、押印等をす

る必要がある）場合は、電子署名を必要とすること 

② 申請書の添付書類についても、オンラインによる提出を可能とすること 

③ 法令、条例等に基づく手続以外の手続についても、オンライン処理を可能とすること 
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【現行～平成27年12月31日】【現行～平成27年12月31日】【現行～平成27年12月31日】【現行～平成27年12月31日】 【平成28年１月１日～】【平成28年１月１日～】【平成28年１月１日～】【平成28年１月１日～】

地方公共団体情報

システム機構

（J‐LIS）

都道府県知事

（証明書発行等

管理機関）

認証局認証局認証局認証局

行政機関等

（国・地方公共団体

の機関等）

署名検証者署名検証者署名検証者署名検証者

インターネット

事務委任

（証明書発行の

電子計算機処理）

地方公共団体情報

システム機構

（J‐LIS）

行政機関等

（国・地方公共団体

の機関等）

署名検証者署名検証者署名検証者署名検証者

インターネット

民間事業者

（金融機関、ショッ

ピングサイト事業

者等）

民民民民

間間間間

にににに

拡拡拡拡

大大大大

認証局認証局認証局認証局

電子証明書

有効性

確認

電子証明書

有効性

確認

電子証明書 電子証明書

電子証明書

発行申請

電子証明書

発行

市町村長

市町村窓口

電子証明書

発行申請

電子証明書

交付

住 民

市町村長

市町村窓口

電子証明書

発行申請

電子証明書

交付

住 民

インターネット

電子申請

申請書 電子署名
電子

証明書

＜イメージ＞

電子申請

申請書 電子署名
電子

証明書

【住民基本台帳カード】 【個人番号カード】

【参考】公的個人認証対象の手続例

国の機関

○総務省：政治団体設立・解散の届出

○法務省：不動産登記の申請

○厚労省：診療報酬請求に係る届出

○国交省：自動車重量税の納付手続

○裁判所：督促手続

地方公共団体

○県：地方税申告（法人事業税等）

○市町村：地方税申告（固定資産税、

個人住民税等）

電子証明書

発行申請

電子証明書

発行

（電子署名）
（電子証明書）

（住基カード）

（個人番号カード）

署名用電子証明書（既存）署名用電子証明書（既存）署名用電子証明書（既存）署名用電子証明書（既存） 利用者証明用電子証明書（新規）利用者証明用電子証明書（新規）利用者証明用電子証明書（新規）利用者証明用電子証明書（新規）

インターネットで電子文書を送信する際に、署名用電子証明 インターネットで閲覧する際に、利用者証明用電子証明書を

書を用いて電子文書が改ざんされていないかどうかを確認す

る仕組み

⇒⇒⇒⇒電子版の印鑑登録電子版の印鑑登録電子版の印鑑登録電子版の印鑑登録

（利用例）

地方税の電子申告や金融機関の口座開設等の文書を伴う電子申請

用いて利用者本人であることのみを証明する仕組み

⇒⇒⇒⇒電子版の顧客カード電子版の顧客カード電子版の顧客カード電子版の顧客カード

（利用例）

マイナポータルのログインやコンビニ交付等での本人確認

【電子証明書のイメージ】 【電子証明書のイメージ】

※基本４情報（氏名、生年月日、性別、住所）を記録
※基本４情報の記録なし
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山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（案）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

  

（定義） （定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、特別の定

めのある場合を除くほか、山形県行政手続等におけ

る情報通信の技術の利用に関する条例（平成 18 年

12 月県条例第 62 号。以下「条例」という。）で使

用する用語の例による。 

第２条 この規則において使用する用語は、特別の定

めのある場合を除くほか、山形県行政手続等におけ

る情報通信の技術の利用に関する条例（平成 18 年

12 月県条例第 62 号。以下「条例」という。）で使

用する用語の例による。 

２ この規則において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

２ この規則において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

(１)及び(２) －略－  (１)及び(２) －略－  

(３) 電子証明書 次に掲げるもの（教育委員会等

の使用に係る電子計算機から検証できるものに

限る。）をいう。 

(３) 電子証明書 次に掲げるもの（教育委員会等

の使用に係る電子計算機から検証できるものに

限る。）をいう。 

イ －略－ イ －略－ 

ロ 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に

関する法律（平成 14 年法律第 153 号）第３条

第１項に規定する電子証明書 

ロ 電子署名等に係る地方公共団体情報システ

ム機構の認証業務に関する法律（平成 14 年法

律第 153 号）第３条第１項に規定する署名用電

子証明書 

ハ及びニ －略－ ハ及びニ －略－ 
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【改正後】山形県教育委員会行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則 

平成19年２月２日山形県教育委員会規則第１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、教育委員会等に係る手続等（法令又は条例等（条例及び教育委員会規則をいう。以

下同じ。）に基づくもの以外のものを含む。）を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法により行うことに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、山形県行政手続等におけ

る情報通信の技術の利用に関する条例（平成18年12月県条例第62号。以下「条例」という。）で使用す

る用語の例による。 

２ この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 教育委員会等 教育委員会又はこれに置かれる機関をいう。 

(２) 電子署名 電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年法律第102号）第２条第１項に規定する

電子署名であって当該電子署名を行った者に係る電子証明書とともに送信されるものをいう。 

(３) 電子証明書 次に掲げるもの（教育委員会等の使用に係る電子計算機から検証できるものに限

る。）をいう。 

イ 商業登記法（昭和38年法律第125号）第12条の２第１項及び第３項（これらの規定を他の法令の規

定において準用する場合を含む。）の規定に基づき登記官が作成した電子証明書 

ロ 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153

号）第３条第１項に規定する署名用電子証明書 

ハ 電子署名及び認証業務に関する法律第８条に規定する認定認証事業者が作成した電子証明書（電

子署名及び認証業務に関する法律施行規則（平成13年総務省、法務省、経済産業省令第２号）第４

条第１号に規定する電子証明書をいう。） 

ニ 申請等を行う者又は教育委員会等が電子署名を行ったものであることを確認するために用いられ

る事項がこれらの者に係るものであることを証明するために作成される電磁的記録であって、教育

長が適当と認めるもの 

（電子情報処理組織による申請等） 

第３条 条例第３条第１項の規定により電子情報処理組織を使用して申請等を行う者は、申請等を書面等

により行うときに条例等の規定により書面等に記載すべきこととされている事項その他教育委員会等が

必要と認める事項を当該申請等を行う者の使用に係る電子計算機（教育長が定める技術的基準に適合す

るものに限る。以下同じ。）から入力してこれを送信することにより申請等を行わなければならない。 

２ 前項の申請等を行う者は、申請等を書面等により行うときに条例等の規定により併せて提出すべきこ

ととされている書面等（以下「添付書類」という。）に記載されている事項又は記載すべきこととされ

ている事項（前項に掲げるものを除く。以下「添付書類記載事項」という。）を当該申請等を行う者の

使用に係る電子計算機から入力してこれを送信し、添付書類記載事項が記録された磁気ディスク（これ

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同じ。）を提出し、

又は添付書類記載事項が記載された書面等若しくは添付書類を提出しなければならない。ただし、添付

書類のうち教育長が定めるものについては、当該添付書類を提出しなければならない。 

３ 第１項の申請等のうち氏名又は名称を明らかにする必要があるものとして教育長が定めるものを行う

者は、当該申請等に係る情報に電子署名を行わなければならない。 

４ 条例等の規定により同一内容の書面等を複数必要とする申請等（副本又は写しを正本と併せて提出す

る必要があるものを含む。）について、第１項の申請等が行われたときは、当該申請等に係る必要な数

の書面等が提出されたものとみなす。 
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５ 第１項の申請等を行う者は、第６条第１項の規定により電子署名を送信するときは、添付書類のうち

教育長が定めるものに記載されている事項又は記載すべきこととされている事項の送信及び当該事項が

記載された書面等の提出を省略することができる。 

６ 教育委員会等は、第１項の申請等を行う者が添付書類記載事項を送信したときは、当該添付書類記載

事項の確認のために必要な限度において、添付書類を提出させることができる。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 教育委員会等は、前条第１項の申請等に対する処分通知等を行う場合は、当該処分通知等を受け

るべき者があらかじめ書面等によって当該処分通知等を受けることを求めるときを除き、条例第４条第

１項の規定により当該処分通知等を電子情報処理組織を使用して行うことができる。 

２ 教育委員会等は、前項の処分通知等を行うときは、条例等の規定により当該処分通知等について書面

等に記載すべきこととされている事項を、教育委員会等の使用に係る電子計算機から入力し、教育委員

会等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

３ 教育委員会等は、処分通知等を受けるべき者が当該処分通知等をその使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルに記録することが可能になったときから24時間以内に記録しない場合その他教育委員会等

が必要と認める場合は、前項の規定にかかわらず、書面等により当該処分通知等を行うことができる。 

（電磁的記録による作成等） 

第５条 教育委員会等は、条例第６条第１項の規定により電磁的記録の作成等を行うときは、作成等を書

面等により行うときに条例等の規定により書面等に記載すべきこととされている事項を教育委員会等の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスクをもって調製する方法に

より行うものとする。 

（氏名又は名称を明らかにする措置） 

第６条 条例第３条第４項に規定する氏名又は名称を明らかにする措置であって規則で定めるものは、電

子署名とする。ただし、第３条第１項の規定により入力した事項により氏名又は名称が明らかとなる手

続等で教育長が定めるものについては、当該措置を省略することができる。 

２ 条例第４条第４項及び第６条第３項に規定する氏名又は名称を明らかにする措置であって規則で定め

るものは、電子署名とする。 

（その他の手続等） 

第７条 教育委員会等に係る手続等のうち、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平

成14年法律第151号）第３条から第６条までの規定の適用を受けるものを電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う場合については、法令に特別の定めのある場合を

除くほか、条例及びこの規則の規定の例による。 

２ 教育委員会等に係る手続等のうち、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律第３条か

ら第６条までの規定又は条例第３条から第６条までの規定の適用を受けないものを電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う場合については、特別の定めのある場

合を除くほか、条例及びこの規則の規定の例による。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、教育委員会等に係る手続等を電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法により行うことに関し必要な事項は、教育長が定める。 

附 則 

この規則は、平成19年３月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成28年１月１日から施行する。 
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